
【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

<安心して結婚・出産・子育てができる環境づくり>

（新） ・ 2,303

・ 学生による挙式プロデュース事業[こども政策課] 1,092

・ 出会いサポートイベント開催事業[こども政策課] 3,630

・ 婚活サポート事業[こども政策課] 10,213

・ 6,342

・ ライフデザインセミナー開催事業[母子保健課] 880

（新） ・ 4,420

（新） ・ 9,182

出会い・ふれあい企業対抗運動会開催事業[こども政策課]

趣味で出会えるイベント開催事業[こども政策課]

地域子育て支援活動推進事業[こども政策課]

産婦支援小児科連携事業[母子保健課]

結婚を希望する人に対し、出会いの場となるイベントを開催し、婚活

をサポートする。

学生が挙式のプロデュースを行い、感動や喜びを自身で体験しても

らい、結婚に対する気運の醸成を図る。

大学生や新入社員を対象に、結婚・妊娠・出産・子育ての適切な情

報提供を行うライフデザインセミナーなどを開催する。

結婚を希望する人たちに対し、共通の趣味を通した出会いの場を提

供する婚活イベントを開催する。

市民の相談に応じて結婚のあっ旋を行うために、結婚相談所（マリー

サポートかごしま）を運営するとともに、登録者または本市に居住・勤

務する独身者を対象とした婚活応援セミナーを開催する。

保育所等が子育てサロン等へ保育士を派遣する経費について補助を

行うとともに、子育てサロン運営者等を対象とした研修を実施する。

企業対抗運動会及び参加者交流会を開催し、結婚を希望する人に

対して、一企業の枠を超えた出会いの場を提供するとともに、家族

での参加も促すことで、子育て世代の交流を図る。

産婦を継続してサポートするため、小児科医等が産後２か月頃の母親

の心の状態や育児の状況を確認し、必要な支援につなげる。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新） ・ 116

（新） ・ 46,950

（新） ・ 16,785

（拡） ・ 乳幼児健康診査事業[母子保健課] 142,306

（拡） ・ 妊娠・出産包括支援事業［母子保健課］ 82,583

（拡） ・ 親子つどいの広場等体制強化事業[こども政策課] 26,848

（拡） ・ 定期予防接種事業[保健予防課] 1,936,943

おたふくかぜ予防接種事業[保健予防課]

子育て支援施設職員スキルアップ研修事業[こども政策課]

子ども達の歯と口の健康を守るための歯科健診事業[保健予防課]

マイナポータルを通じた健診データの提供や、健診項目を追加し、市

町村間での情報連携による母子保健情報の利活用を図る。

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を充実させるため、新た

に子育て世代包括支援センター５か所に発達支援専門員を配置す

るとともに母子保健支援員を増員するほか、退院直後の母子へのサ

ポートを行う産後ケア事業に訪問型を追加する。

おたふくかぜの発生及びまん延を予防するため、１歳以上２歳未満

の者及び５歳以上７歳未満で小学校就学前の１年間の者を対象に、

新たにおたふくかぜワクチンの接種費用について助成する。

むし歯の発生を予防するため、小学１年生を対象とする歯科健診及

びフッ素塗布を行う。

各種の細菌・ウイルスによる感染症の発生及びまん延を予防するた

め、乳幼児を対象に実施する予防接種に新たにロタウイルスワクチ

ンを加える。

子育て支援拠点施設職員のスキルアップを図るため、研修を実施す

るとともに、子育て支援拠点施設間の連携を図るため、会議を設置

し、情報交換等を行う。

親子つどいの広場及びすこやか子育て交流館においてきめ細かな

支援体制を強化するため、常時配置する職員を増員する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 37,181

・ 子どもすこやか安心ねっと事業[母子保健課] 31,986

　 ・ 子ども・子育て支援事業計画推進事業［こども政策課] 2,300

　 ・ 親子つどいの広場運営事業[こども政策課] 173,367

　 ・ 子育てサークル支援事業[こども政策課] 5,094

・ 小児慢性特定疾病医療費助成事業[母子保健課] 224,377

・ 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業[母子保健課] 3,885

・ 妊婦健康診査・健康相談事業[母子保健課] 529,844

乳幼児歯の健康づくり事業[保健予防課]

関係機関との連携のもと、子どもの発達段階に応じた相談等を行う

ほか、子どもの発達に気がかりのある保護者を対象にした子育て講

座を実施する。

関係機関との連携のもと、子どもの発達段階に応じた相談等を行う

ほか、子どもの発達に気がかりのある保護者を対象にした子育て講

座を実施する。

第二期（２～６年度）の子ども・子育て支援事業計画の推進を図る。

親子つどいの広場を運営し、子育てに係る不安感の緩和や地域の

子育て支援機能の充実等を図る。

地域において、児童の健全育成に関心のある子育てサークル等の

活動に対し助成などを行い、活動を支援する。

小児慢性特定疾病に係る医療費を助成するとともに、指定医療機関

や指定医師の指定を行う。

慢性的な疾病で療養中の児童及びその家族からの相談に応じ、必

要な情報提供や助言等を行うとともに、自立に向けた各種支援策の

計画策定等を行う。

地域において、児童の健全育成に関心のある子育てサークル等の

活動に対し助成などを行い、活動を支援する。

妊娠・出産の安全性の確保及び健康診査にかかる経済的負担の軽

減を図るため、妊婦健康診査を公費負担で実施する。

公費負担回数 １４回

県外里帰り中の健康診査に対する償還払い

妊娠・出産の安全性の確保及び健康診査にかかる経済的負担の軽

減を図るため、妊婦健康診査を公費負担で実施する。

公費負担回数 １４回

県外里帰り中の健康診査に対する償還払い

むし歯の発生を予防するため、1歳児歯科健康診査にフッ素塗布を

新たに加え、受診期間を６０日から９０日に延長し、受診しやすい体

制を整える。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 不妊に悩む方への特定治療支援事業[母子保健課] 182,002

・ 新生児・妊産婦訪問指導事業［母子保健課］ 16,222

・ 産婦健康診査事業[母子保健課] 56,384

・ 不育症治療費助成事業[母子保健課] 1,681

・ 未来を守るミルク支給事業[母子保健課] 5,954

　 ・ 不妊専門相談センター事業[母子保健課] 558

・ 私立幼稚園等運営補助金[保育幼稚園課] 199,777

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、配偶者間の特定不妊治

療に要する費用について助成を行う。

新生児・妊産婦への訪問による保健指導等を行うとともに、出産直後

の母親に必要な情報を掲載したパンフレットを作成し、産後入院中の

母親に配布する。

出産後間もない母親の体と心の健康の保持増進を図るため、産後２

週間と１か月の健康診査を実施し、産後の支援の充実を図る。

HTLV-１の母子感染を予防するほか、妊産婦の健康の保持増進と

乳児の健全な発育・発達の促進を図るため、妊産婦・乳児用ミルク

を支給する。

不育症治療の経済的負担の軽減を図るため、不育症治療等に要す

る費用について助成を行う。

不妊専門相談センターにおいて、不妊や不育症について悩む夫婦

等を支援する。

私立幼稚園等の職員の資質向上と教育及び保育内容の充実を図る

ため、私立幼稚園や認定こども園、幼稚園協会に対し助成する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 保育コーディネーター配置事業［保育幼稚園課] 19,731

・ 安全な保育環境充実事業[保育幼稚園課] 29,564

　 ・ 施設等利用給付費等事業（旧幼児教育無償化事業）[保育幼稚園課] 1,368,007

　 ・ ひとり親家庭等総合相談会事業[こども福祉課] 827

　 ・ 病児・病後児保育事業[保育幼稚園課] 153,312

・ 風しん予防接種事業[保健予防課] 4,584

幼児教育・保育の無償化により、私立幼稚園等の利用者の負担軽

減を図る。

保育を必要としている保護者の相談に応じ、保育サービスの情報提

供を行い、保護者のニーズと保育サービスを適切に結びつけ、よりき

め細かな対応を行う保育コーディネーターを配置する。

配置 保育幼稚園課 ３人、谷山・福祉課 ２人

伊敷福祉課 １人、吉野福祉課 １人

ひとり親家庭等が相談機関とつながる機会を確保するため、ひとり親

家庭等に対する総合相談会を開催する。

ひとり親家庭等が相談機関とつながる機会を確保するため、ひとり親

家庭等に対する総合相談会を開催する。

児童が病気の回復期にあり、かつ集団保育等が困難である期間に

おいて、一時的に施設でその児童の保育を行い、保護者の子育てと

就労等との両立を支援する。

実施医療機関 ９か所

出生児の先天性風しん症候群を予防するため、妊娠を希望する女

性等を対象に、風しんワクチンの接種費用について助成する。

保育士経験者等による巡回指導等を実施し、認可外保育施設・保

育所等において児童が安全に保育を受けることができる環境の充実

を図る。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 子育て仕様住戸の整備（市営住宅建設事業：建替） 101,188

（市営住宅ストック総合改善事業：個別改善）[住宅課]

 

・ 新婚子育て世帯向け市営住宅支援事業[住宅課] －

　 ・ 58,201

・ 地域活性化住宅建設事業[住宅課] 155,588

・ 乳児ロタウイルス予防接種事業[保健予防課] 37,171

　 ・ 風しん予防対策事業[保健予防課] 166,421

既存集落活性化住宅建設事業[住宅課]

乳幼児における感染性胃腸炎の重症化及び合併症を予防するため、

ロタウイルスワクチンの接種費用について助成する。

出生児の先天性風しん症候群の予防及び風しんの感染拡大防止

を図るため、妊娠を希望する女性や抗体保有率の低い世代の男性

等を対象に、抗体検査を実施する。

「結婚」から「子育て」まで切れ目のない支援と少子高齢化の進行し

た地域のコミュニティバランスの回復を図るため、新婚世帯及び子育

て世帯を対象に市営住宅の入居者募集時に優遇措置を講じる。

合併した５町地域において、人口の減少や地域の活力が低下して

いる集落の活力維持の一助とするための市営住宅を建設する。

２年度 吉田小校区（吉田地域）

市営住宅の建替え及び個別改善の際、ファミリー世帯向け住戸の一

部を子育てのしやすさや子どもの安全に配慮した仕様の住戸として

整備する。

（元年度着工）元～２年度 桜ケ丘住宅 ５戸

（新規着工） ２～３年度 大明丘住宅 ４戸、西伊敷第一住宅４戸

市街化調整区域の指定既存集落内において、人口の減少や地域の

活力が低下している集落の活力維持の一助とするための建設用地

の取得を行う。

２年度 平川地区
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

　 ・ 麻しん・風しん予防接種事業[保健予防課] 31,776

（新） ・ 18,000

(元2月補正

18,000）

（新） ・ 保育士宿舎借り上げ支援事業（私立保育所等補助金）[保育幼稚園課] 45,900

（拡） ・ 特別保育事業[保育幼稚園課] 595,510

（拡） ・ 放課後児童健全育成事業[こども政策課] 1,299,575

（拡） ・ 児童クラブ施設整備事業[こども政策課] 31,175

・ 私立保育所等補助金[保育幼稚園課] 587,550

　 ・ 施設型給付費［保育幼稚園課] 20,130,146

保育所等業務効率化推進事業[保育幼稚園課]

保育士の業務負担軽減を図るため、保育に関する計画・記録や保

護者との連絡、子どもの登降園管理等の業務のＩＣＴ化を行うために

必要なシステムの導入経費の一部を助成する。

児童クラブを６か所増設し、昼間保護者のいない小学生に対し、適

切な遊びと生活の場を提供するとともに、支援員等の処遇改善を行

う。

児童クラブ数 １６３か所→１６９か所

保育所等における教育・保育の提供の確保を図るため、当該施設を

利用する児童に係る施設型給付費を支給する。

麻しん・風しんの発生及びまん延を予防するため、麻しん風しん混

合ワクチンの接種歴のない７歳以上２０歳未満の者を対象に、麻し

ん風しん混合ワクチンの公費での接種を実施する。

子育て家庭の多様化する保育ニーズに対応するとともに、就労世帯

等の利用者に対するサービス向上のため、一時預かり事業補助金

（幼稚園型）の対象となる幼稚園の範囲を拡大する。

待機児童の解消に向け、児童クラブを３か所整備する。

保育士の就業継続支援として、新たに、法人等が保育士のために宿

舎を借り上げた経費に対して助成する。

私立保育所等の職員の資質向上と保育内容の充実を図るため、私

立保育所や認定こども園、保育園協会に対し助成する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 認可外保育施設補助金[保育幼稚園課] 30,942

　 ・ 放課後児童健全育成補助金[こども政策課] 175,769

（拡） ・ 関係機関等と連携した保育士確保事業[保育幼稚園課] 1,870

・ 保育士・保育所支援センター運営事業[保育幼稚園課] 8,706

・ こども医療費助成事業[こども福祉課] 1,441,522

・ イクボス推進会議開催事業[こども政策課] 604

　 ・ 児童相談所設置検討事業[こども支援室（こども福祉課）] 150

（拡） ・ 子どもの未来応援事業[こども福祉課] 2,691

社会福祉法人等が運営する児童クラブに対して助成する。

さらなる保育士確保を図るため、行政・関係団体・保育士養成施設と

連携し、保育士等と学生との意見交換会の場を設けるなど、学生の

保育所等への就労を促進する。

潜在保育士の再就職支援等を行う保育士・保育所支援センターを運

営し、保育士確保対策の充実を図る。

仕事と生活を両立しやすい環境の整備を推進するため、イクボス推

進同盟への参加企業の増加等を図る。

子育て家庭の負担を軽減するため、中学３年生までのこどもの医療

費の一部を助成する。

児童虐待対策を強化するとともに、子育て支援として相談しやすい

体制のさらなる充実を図るため、児童相談所の設置について、候補

地や付加機能等に関する検討を進める。

子どもの貧困対策を推進するため、啓発冊子を作成するとともに、子

どもの居場所づくりの活動をサポートする講習会の開催等を行う。

認可外保育施設に入所している児童の福祉の増進と健全な育成を

図るため、認可外保育施設に対し助成する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

　 ・ 子ども学習サポート事業[保護第一課] 4,101

・ 児童虐待対策事業[こども支援室（こども福祉課）] 1,415

・ 児童扶養手当[こども福祉課] 3,279,906

・ 母子家庭等自立支援事業[こども福祉課] 81,509

・ 母子父子寡婦福祉資金償還対策事業[こども福祉課] 10,746

　 ・ 児童福祉施設整備費等補助金［保育幼稚園課] 375,730

・ 未婚のひとり親家庭に対する寡婦（夫）控除のみなし適用 －

[こども政策課、保育幼稚園課、母子保健課、こども福祉課、

            障害福祉課、保健予防課、保健支援課（保健予防課）]

家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり学習習慣が身に

ついていない小学５年生から中学３年生までを対象に、学習支援を

行う。

ひとり親家庭の自立支援を図るため、就業支援講習会の実施や、高

等職業訓練促進給付金等を支給する。

福祉資金償還金の償還指導や収納業務を行う。また、市外に居住す

る償還人に対する回収業務を委託する。

未婚のひとり親家庭に対し、保育料等への寡婦（夫）控除のみなし適

用を実施する。

ひとり親家庭の自立支援を図るため、就業支援講習会の実施や、高

等職業訓練促進給付金等を支給する。

福祉資金償還金の償還指導や収納業務を行う。また、市外に居住す

る償還人に対する回収業務を委託する。

未婚のひとり親家庭に対し、保育料等への寡婦（夫）控除のみなし適

用を実施する。

児童虐待防止と早期発見に努めるため、関係機関や団体等で構成

する「鹿児島市要保護児童対策地域協議会」を運営するとともに、児

童虐待防止啓発活動等を実施する。

児童虐待防止と早期発見に努めるため、関係機関や団体等で構成

する「鹿児島市要保護児童対策地域協議会」を運営するとともに、児

童虐待防止啓発活動等を実施する。

入所児童の安全確保及び保育環境改善を図るための耐震化に要

する経費の一部を助成する。

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進を図るため、児童扶養手

当を支給する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

<高齢者が元気に生き生きと暮らせるまちづくり>

・ 高年齢者就業機会確保等事業[雇用推進課] 62,237

（新） ・ 1,645

[保健予防課]

（拡） ・ 地域包括支援センター運営事業（介護保険特別会計） 653,148

[長寿あんしん課]

（拡） ・ 3,457

（介護保険特別会計）[保健予防課]

（拡） ・ 地域で介護予防を展開するための連携推進事業（介護保険特別会計） 1,735

[保健予防課]

　 ・ 介護予防・生活支援サービス 1,650,512

（訪問型サービス事業 、通所型サービス事業等）（介護保険特別会計）

[長寿あんしん課]

健康づくり推進員発足２０周年記念事業（介護保険特別会計）

介護予防・生活支援サービス（短期集中予防サービス事業）

要支援者等を対象に多様なニーズに対応した多様なサービスを提供

し、高齢者の自立支援と介護予防を推進する。

高齢者の介護予防及び自立支援のため、地域包括支援センターに

おいて保健師等が総合相談支援業務等を行う。

地域包括支援センター職員の増員 ２人

武・田上圏域へのサブセンターの設置 １か所

住み慣れた身近な地域で介護予防の取組が推進できるよう、住民主

体の通いの場である「よかよか元気クラブ」の拡大及び継続のために

支援を行う。

高年齢者の就業機会の拡大と福祉の向上に取り組むシルバー人材

センターに対し、同センターが行う各種事業や運営に要する経費を

助成する。

お達者クラブの運営や介護予防のボランティア活動等を行う健康づ

くり推進員の活動開始２０周年を記念して、記念誌を発行するととも

に式典を開催する。

利用者負担の軽減を図り、通所型に加え、訪問による口腔機能向

上・栄養改善サービスを実施する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 在宅医療と介護の連携推進事業（介護保険特別会計） 11,106

[長寿あんしん課]

・ 高齢者いきいきポイント推進事業（介護保険特別会計） 7,237

[長寿あんしん課]

・ 介護予防把握事業（介護保険特別会計）[長寿あんしん課] 16,181

　 ・ 生活支援体制整備事業（介護保険特別会計）[長寿あんしん課] 21,962

　 ・ 認知症オレンジプラン推進事業（介護保険特別会計）[長寿あんしん課] 12,630

　 ・ 認知症オレンジサポーター養成事業（介護保険特別会計） 3,035

[長寿あんしん課]

地域包括ケアシステムを構築するため、在宅医療・介護の連携推進

協議会を開催し、本市における在宅での医療と介護の連携を推進す

る。

高齢者が介護保険施設等で行うボランティア活動や健康診査の受診

に対して換金等が可能なポイントを付与することで、高齢者の生きが

いづくりや介護予防を推進する。

アンケート調査により、閉じこもり等の何らかの支援を要する高齢者を

把握するとともに、介護予防活動への参加を促進する。

地域包括ケアシステムを構築するため、在宅医療・介護の連携推進

協議会を開催し、本市における在宅での医療と介護の連携を推進す

る。

アンケート調査により、閉じこもり等の何らかの支援を要する高齢者を

把握するとともに、介護予防活動への参加を促進する。

高齢者の介護予防・生活支援サービスの提供体制を整備するため、

生活支援コーディネーターを地域包括支援センターに配置し、介護

予防・生活支援サービス事業者協議会等を開催する。

認知症の人が住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、国

の「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」に基づく各種取

組を実施する。

認知症の人や家族を支援するため、認知症サポーター及び認知症

等見守りメイトを養成するとともに、認知症介護教室を開催する。

34



【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 認知症初期集中支援推進事業（介護保険特別会計） 5,647

[長寿あんしん課]

・ 地域リハビリテーション活動支援事業（介護保険特別会計）[保健予防課] 10,744

・ 介護保険相談員設置事業（介護保険特別会計）[介護保険課] 14,089

・ 一般介護予防（口腔・栄養・運動）複合教室事業（介護保険特別会計） 636

[保健予防課]

（拡） ・ 成年後見制度利用促進事業[長寿支援課] 31,546

・ 成年後見制度利用支援事業（介護保険特別会計）[長寿支援課] 9,499

後見等開始の審判を申立てる者がいない認知症高齢者等のために

審判の申立てを行うほか、後見人等報酬の助成を行う。

介護保険を利用しやすい環境を整えるため、介護保険相談員を窓

口に配置し、介護保険に係る相談業務や関連する保健、医療及び

福祉に係る相談業務を行う。

認知症の人が住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、認

知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」

を地域包括支援センターに配置し、早期診断・対応に向けた支援を

行う。

理学療法士等のリハビリテーション専門職が、住民主体の通いの場

等における集団及び個別指導を実施するなど、介護予防の取組を

総合的に支援する。

高齢期の疾病予防・介護予防等を推進するため、口腔機能向上・栄

養改善・運動器機能向上を目的とした複合型教室を実施する。

後見人等による支援が必要な人を適切に制度利用につなげるため、

成年後見センターにおいて関係団体と連携し、利用促進を図る。

成年後見センター職員の増員 ２人

相談窓口開設日の拡大 月、水、金（３日間）→月～金（５日間）

専門ケース会議の設置
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 2,500

（拡） ・ 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定管理事業 3,042

（介護保険特別会計）[長寿支援課]

　

・ 高齢者福祉センター等管理運営・施設整備事業[長寿支援課] 384,768

・ ひとり暮らし高齢者等安心通報システム設置事業[長寿支援課] 78,895

・ すこやか長寿まつり開催事業[長寿支援課] 10,614

・ 敬老パス交付事業[長寿支援課] 422,807

・ 元気高齢者活動支援事業[長寿支援課] 18

高齢者生きがい支援広報強化事業[長寿支援課]

高齢者の各種相談に応じ、健康の増進、教養の向上等に寄与する

ため、高齢者福祉センターなど９か所の管理運営及び施設整備を

行う。

高齢者の社会参加や生きがいづくり・健康づくりを促進するとともに、

家族・地域とのつながりを実感できるスポーツ・文化のイベントとして

「すこやか長寿まつり」を開催する。

高齢者の社会参加や生きがいづくりを促進するため、敬老パスを交

付する。

様々な知識や技術を習得した高齢者の能力を生かし、その積極的

な社会参加を支援する。

ひとり暮らし高齢者等の世帯で、急病などの緊急時に、押しボタンや

センサーからの通報により、警備員が駆けつける通報システムを設

置する。

高齢者の社会参加や生きがいづくり・健康づくりを促進するとともに、

家族・地域とのつながりを実感できるスポーツ・文化のイベントとして

「すこやか長寿まつり」を開催する。

高齢者の生きがい支援施策を集約したリーフレットを作成し、効果的

な広報を行うことにより、各施策のさらなる利用促進を図る。

第８期（３～５年度）の高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画

を策定する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 高齢者の元気応援協賛店登録事業[長寿支援課] 156

・ 後期高齢者医療療養給付費負担金[長寿支援課] 6,818,475

・ 後期高齢者医療特別会計への繰出金[長寿支援課] 2,051,004

・ 後期高齢者医療広域連合への納付金 8,083,288

（後期高齢者医療特別会計）　[長寿支援課]

・ 後期高齢者保健事業（後期高齢者医療特別会計）[長寿支援課] 99,062

・ 介護保険特別会計への繰出金[介護保険課] 8,511,770

・ 低所得者利用者負担助成事業[介護保険課] 6,609

・ 訪問介護等利用者負担助成事業[介護保険課] 4,565

保健事業等に係る経費について繰出しを行う。

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、被保険者から徴収し

た保険料等を鹿児島県後期高齢者医療広域連合に納付する。

保険給付等に係る経費について繰出しを行う。

高齢者の生きがいづくり・健康づくりを推進するため、７０歳以上の

高齢者を対象に優待サービスを行う民間のスポーツ施設等を市が

協賛店として登録し支援する。

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、鹿児島県後期高齢者

医療広域連合に対し療養給付に要する経費を負担する。

後期高齢者医療被保険者の健康保持増進のため、はり・きゅう施設

利用及び人間ドック・脳ドック利用に要する費用の一部を助成する。

低所得者の負担を軽減するため、居宅サービス等の利用者負担額

の一部を助成する。

障害のある低所得者等の負担を軽減するため、訪問介護等の利用

者負担額の一部を助成する。

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、被保険者から徴収し

た保険料等を鹿児島県後期高齢者医療広域連合に納付する。

高齢者の生きがいづくり・健康づくりを推進するため、７０歳以上の

高齢者を対象に優待サービスを行う民間のスポーツ施設等を市が

協賛店として登録し支援する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 優良賃貸住宅供給促進事業[住宅課] 30,659

<障害のある方へのきめ細かな福祉の充実>

（新） ・ 3,450

（拡） ・ 障害福祉計画策定・管理事業[障害福祉課] 4,083

・ 障害福祉サービス給付事業[障害福祉課] 15,530,451

・ 障害福祉サービス利用者負担軽減事業[障害福祉課] 21,273

・ 障害児通所等支援事業[障害福祉課] 6,343,861

・ 障害児通所支援利用者負担軽減事業[障害福祉課] 144,090

ピアサポーターステップアップ事業[保健支援課（保健予防課）]

障害児に対する療育として、児童発達支援や放課後等デイサービ

ス等を提供し、日常生活における基本的な動作の指導、生活能力

の向上のために必要な訓練等を行う。

市独自の利用者負担軽減を図り、利用を促進するため、利用者負

担額を無料とする。

障害者（児）に居宅介護、生活介護などの障害福祉サービス等を提

供する。

市独自の利用者負担軽減を図り、利用を促進するため、利用者負担

額を２分の１とする。

ピアサポーターを活用して、地域移行支援や精神障害についての

普及啓発活動を行うとともに、ピアサポーター自身のスキルアップを

図り、自立生活等へつなげる。

第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画（３～５年度）を策定す

る。

高齢者世帯など居住の安定に特に配慮が必要な世帯に対応するた

め、認定を受けた地域優良賃貸住宅等の建設費や家賃の一部を助

成する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 児童発達支援事業専門員加算等補助金[障害福祉課] 269,903

・ 障害児補装具利用者負担軽減事業[障害福祉課] 1,345

・ 難聴児補聴器購入助成事業[障害福祉課] 911

・ ひとり暮らし障害者等安心通報システム設置事業[障害福祉課] 2,307

・ チャレンジド大賞表彰事業[障害福祉課] 971

・ 友愛パス交付事業[障害福祉課] 362,712

・ 友愛タクシー券交付事業[障害福祉課] 80,739

・ 障害者基幹相談支援センター事業[障害福祉課] 28,755

障害者の社会参加を促進するため、友愛パスを交付する。

児童発達支援事業所、放課後等デイサービス及び児童発達支援セ

ンターの専門指導員に係る経費等について助成するとともに、重症心

身障害児が通う事業所に対し、看護師等の経費の一部を助成する。

市独自の利用者負担軽減を図り、利用を促進するため、利用者負

担額を２分の１とする。

身体障害者手帳の交付対象とならない１８歳未満の軽度・中等度の

難聴児の補聴器購入等に対し助成する。

ひとり暮らしの重度身体障害者等の世帯で、急病などの緊急時に、

押しボタンやセンサーからの通報により、警備員が駆けつける通報

システムを設置する。

ひとり暮らしの重度身体障害者等の世帯で、急病などの緊急時に、

押しボタンやセンサーからの通報により、警備員が駆けつける通報

システムを設置する。

障害者の社会参加と自立支援を促進するため、社会貢献、産業就

労などの分野において輝いている障害者等を表彰する。

障害者の社会参加と自立支援を促進するため、社会貢献、産業就

労などの分野において輝いている障害者等を表彰する。

障害者の社会参加を促進するため、友愛タクシー券を交付する。

障害者を支える社会環境づくりを推進するため、身体・知的・精神及

び発達障害を対象とした総合的な相談等を行う基幹相談支援セン

ターを運営する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 障害者差別解消推進事業[障害福祉課] 3,615

・ 地域生活支援拠点事業[障害福祉課] 14,770

・ 移動支援事業[障害福祉課] 283,384

・ 指定障害福祉サービス事業者等管理システム運営経費[障害福祉課] 810

　 ・ 社会参加促進事業[障害福祉課、保健支援課（保健予防課）] 58,984

　 ・ 地域活動支援センター事業[障害福祉課、保健支援課（保健予防課）] 184,062

　 ・ 障害者相談支援専門員配置促進事業[障害福祉課] 12,170

　 ・ 障害児相談支援専門員配置促進事業[障害福祉課] 17,203

障害を理由とする差別の解消を推進するため、障害者基幹相談支

援センターに相談員を配置するほか、障害者差別解消支援協議会

を開催し、関係機関における差別解消に関する情報の共有化等を

図る。

地域で生活する障害者の社会生活上の不安の解消を図り、障害者

及び家族が安心して生活ができるよう、地域生活支援拠点を運用

する。

障害者の社会参加と自立を促進するため、外出時の支援を行う。

障害福祉サービス事業者等管理システムの保守管理を行う。

手話通訳者や盲ろう者向けの通訳・介助員の派遣など、障害者の需

要に応じた事業を実施することにより、障害者の自立と社会参加の

一層の促進を図る。

障害者等に対し、創作的活動等の機会を提供し社会との交流の促

進等の便宜を供与する地域活動支援センター（Ⅰ～Ⅲ型）の機能を

充実強化し、障害者等の地域生活支援の促進を図る。

相談支援専門員（常勤専従）を新たに増員する事業所に対し、経費

の一部を助成する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

　 ・ 発達障害児等家族支援補助事業[障害福祉課] 6,000

　 ・ 医療的ケアを必要とする障害児支援事業[障害福祉課] 345

　 ・ 日常生活用具給付事業[障害福祉課、保健支援課（保健予防課）] 126,175

　 ・ 障害者相談支援等事業[障害福祉課・保健支援課（保健予防課）] 53,755

　 ・ 精神保健福祉推進事業[保健支援課（保健予防課）] 18,617

　 ・ 長期入院精神障害者の地域移行推進事業[保健支援課（保健予防課）] 2,864

<安全・安心に暮らせる、災害に強い強靭なまちづくり>

（拡） ・ セーフコミュニティ推進事業[安心安全課] 11,936

医療的ケアを必要とする障害児が適正な支援を受けられるように、

保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るた

めの協議の場を運営する。

児童発達支援事業所等が保護者に対して、グループ講習等の集団

支援や居宅訪問等の個別支援を実施した場合に経費の一部を助

成する。

障害者の在宅生活をより暮らしやすくするために、日常生活用具の

給付を行う。

地域で生活している障害者等からの相談に応じ、各種情報の提供及

び助言、障害福祉サービスの利用支援等を行うほか、緊急に保護が

必要と認められる障害者の一時的な保護を行う。

精神障害者の支援及び社会復帰の促進を図るとともに、措置入院

中の精神障害者について、個別の退院後支援に関する計画を作成

し、支援を行う。

長期に入院し退院後の社会生活に不安がある精神障害者が、退院

後、地域で安心して暮らすことが出来るよう、ピアサポーターを養成

し体験談発表等による退院支援を行う。

生涯にわたって安心安全に暮らせるまちづくりを推進するため、本

年度のセーフコミュニティ国際認証の再取得に向けて、現地審査に

対応するほか、認証申請等に取り組む。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ セーフコミュニティ対策事業 1,703

[危機管理課、安心安全課、男女共同参画推進課、長寿支援課、

こども政策課、保健支援課（保健予防課）、保健体育課]

　 ・ 自殺対策事業[保健支援課（保健予防課）] 4,278

（新） ・ 災害時避難行動力向上事業[危機管理課] 6,695

（新） ・ 35,219

（新） ・ 550

（新） ・ 817

（新） ・ 13,133

防災ラジオ導入事業[危機管理課]

桜島火山防災研究所設置検討事業＜トップシティ関連＞[危機管理課]

火山防災強化市町村連携事業＜トップシティ関連＞[危機管理課]

マンホールトイレ整備事業[資源政策課]

自殺対策を推進するため、「鹿児島市自殺対策計画」に基づき、自

殺予防に係る啓発及び自殺に関する相談の実施等の各種施策を

実施する。

交通安全、学校の安全など７つの分野別対策委員会において、

セーフコミュニティの取組の全市的な展開を図るとともに、具体的な

施策の推進に取り組む。

災害時に、より多くの市民に、避難情報等を迅速かつ確実に伝達す

るため、緊急放送を自動受信する防災ラジオを希望者に有償で提

供する。

火山防災トップシティ構想を着実に推進するため、火山防災を専門

的に研究する組織の設置に向け調査・検討を行う。

昨年６月末からの大雨対応に係る検証結果を踏まえ、災害時に市民

がとるべき避難行動に資する防災リーフレットを作成するほか、各避難

所にハザードマップの掲出等を行う。

大規模災害時におけるし尿処理対策の一環として、迅速に設置でき

衛生面も良好であるマンホールトイレを避難所に整備する。

２年度 長田中

全国の火山地域の市町村と情報共有を図るとともに、国等に対し、

火山防災対策の強化を働きかけるための連携体制を構築する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新） ・ 23,430

（拡） ・ 災害対策本部機能強化事業[危機管理課] 3,053

（拡） ・ 496

（拡） ・ 火山防災トップシティ推進事業＜トップシティ関連＞[危機管理課] 14,424

（拡） ・ 桜島大規模噴火対策事業＜トップシティ関連＞[危機管理課] 30,762

（拡） ・ 桜島火山爆発総合防災訓練の実施＜トップシティ関連＞［危機管理課］ 3,673

（拡） ・ 現地災害対策本部機能強化事業[東桜島総務市民課] 485

地震対策計画策定事業（公共下水道事業特別会計）［水道局］

各対策部向け図上訓練実施事業[危機管理課]

下水道施設の地震対策を推進するため、下水道総合地震対策計画

を策定する。

広範囲に及ぶ地震、風水害等の災害に対応するため、代替庁舎とし

て谷山支所の設備整備を行うなど、更なる本部機能の強化を図る。

大規模噴火発生後、大きな被害が想定される桜島島内の復旧復興

対策を検討するほか、市街地側の主要な対策である大量軽石火山

灰対策の検討を継続し、広域避難シミュレーションを含め、地域防災

計画の更なる充実を図る。

桜島の爆発・地震等による災害に対する住民の避難体制の確立及

び防災意識の高揚を図るとともに、災害応急対策が迅速、適切に行

われるよう、桜島火山爆発総合防災訓練を行うほか、大規模噴火に

よる市街地側の住民避難を想定した図上訓練を実施する。

桜島噴火警戒レベル引き上げ及びそれに伴う住民避難活動などに

対応できるよう東桜島合同庁舎の設備を整備し、現地災害対策本

部機能の強化を図る。

火山防災トップシティの推進を図るため、火山防災アドバイザリー委

員による助言、研修や火山防災トップシティ支援員による関係機関と

の連絡調整、事業展開を行うほか、国内外の会議に参加するなど、

桜島火山対策の積極的な情報発信に取り組む。

各対策部を集めた災害種別ごとの図上訓練を行い、対策部間の調

整能力や職員の危機管理意識の向上を図り、防災体制を強化する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 災害救助に要する経費[地域福祉課] 6,407

（拡） ・ 汚水管路施設ストックマネジメント事業（公共下水道特別会計）[水道局] 338,851

・ 克灰袋配布事業［環境衛生課］ 11,617

・ 町内会降灰除去機購入費補助事業［地域振興課］ 150

・ 自主防災組織育成促進事業［危機管理課］ 8,961

・ 避難行動要支援者避難支援等事業［危機管理課］ 2,054

・ デジタル防災行政無線・IP無線運用事業［危機管理課］ 41,626

・ 防災資機材等備蓄事業［危機管理課］ 962

歩道や生活道路等の降灰除去を行うために、手押し式降灰除去機

を購入する町内会等に対し、その経費の一部を助成する。

汚水管路施設の予防保全的な管理や計画的な改築によるライフサ

イクルコストの最小化及び事業費の平準化を図るため、ストックマネ

ジメント計画に基づき改築を行う。

地域住民と行政が一体となった防災対策を推進するため、自主防災

組織の活動に必要な資機材の整備や訓練に対し、助成等を行う。

災害時に避難の手助けが必要な避難行動要支援者の支援体制の

充実を図るため、対象者の名簿及び個別支援計画を作成し、支援

に必要な情報を避難支援等関係者と共有する。

災害時に市民に対して防災や避難に関する情報伝達等を迅速・確

実に行うため、同報系デジタル防災行政無線設備の運用及び保守

管理を行うとともに、災害時における情報連絡体制の確立・強化を図

るため、ＩＰ無線機の運用を行う。

桜島の火山活動による降灰対策として、克灰袋の配布及び提供を

行い、宅地降灰等の円滑な除去を図る。

大規模災害の発生に備え、防災資機材等備蓄計画に基づき、整備

した備蓄物資の適正な管理を行う。

災害時に情報収集の手段として活用が期待できるスマートフォンの充

電のために、モバイルバッテリー、ＯＡタップ等を避難所に配備する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

　 ・ 防災情報システム保守・運営事業[危機管理課] 7,909

・ 原子力災害対策事業［危機管理課］ 1,420

　 ・ 桜島地域避難施設整備事業＜トップシティ関連＞[危機管理課] 2,830

　 ・ 火山防災教育推進事業＜トップシティ関連＞[危機管理課] 3,100

・ 桜島降灰対策事業［産業支援課］ 1,450

・ 降灰地域防災営農対策事業[生産流通課] 56,803

・ 全国市長会防災・減災費用保険[地域福祉課] 4,944

・ 災害時食糧等物資備蓄事業［地域福祉課］ 15,655

災害救助法の適用に至らない災害時に、実際に支出した費用の一

部を補填する「防災・減災費用保険」制度に加入する。

災害救助法の適用に至らない災害時に、実際に支出した費用の一

部を補填する「防災・減災費用保険」制度に加入する。

災害救助法の適用に至らない災害時に、実際に支出した費用の一

部を補填する「防災・減災費用保険」制度に加入する。

災害救助法の適用に至らない災害時に、実際に支出した費用の一

部を補填する「防災・減災費用保険」制度に加入する。

災害救助法の適用に至らない災害時に、実際に支出した費用の一

部を補填する「防災・減災費用保険」制度に加入する。

災害救助法の適用に至らない災害時に、実際に支出した費用の一

部を補填する「防災・減災費用保険」制度に加入する。

災害救助法の適用に至らない災害時に、実際に支出した費用の一

部を補填する「防災・減災費用保険」制度に加入する。

災害救助法の適用に至らない災害時に、実際に支出した費用の一

部を補填する「防災・減災費用保険」制度に加入する。

災害救助法の適用に至らない災害時に、実際に支出した費用の一

部を補填する「防災・減災費用保険」制度に加入する。

大規模災害発生時に避難所等における供給体制が整うまでの食糧

や生活必需品を備蓄する。

大規模災害発生時に避難所等における供給体制が整うまでの食糧

や生活必需品を備蓄する。

商店街のアーケード降灰除去作業等に対し助成するとともに、商店

街へ克灰袋を配布する。

桜島の降灰による農作物や畜産への被害の防止・軽減を図るため、

施設の整備や機械の導入等に対し助成する。

桜島の降灰による農作物や畜産への被害の防止・軽減を図るため、

施設の整備や機械の導入等に対し助成する。

桜島島内の避難体制を強化するため、退避舎や退避壕等の避難施

設への誘導看板を設置するほか、避難施設について、修繕等を行う。

また、既存の避難施設のあり方について検討する。

次世代を見据えた火山防災に関わる人材育成を図るため、児童生徒

を含む市民、事業者等に対して、火山災害時における対応や、桜島

の恵み、文化を学ぶための火山防災教育の取組を推進する。

地域防災計画「原子力災害対策編」に基づき、ＵＰＺ内の住民等を

対象に、県と共同で原子力防災訓練を実施するなど市民への避難

方法等の啓発を行う。

関係部局と連携強化を図り、迅速かつ的確な災害対応を講じるため、

防災情報システムの保守・運営を行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 災害時健康危機管理支援チーム養成等事業[保健政策課] 745

・ 降灰除去事業[道路維持課、道路建設課、公園緑化課、 1,167,399

施設課、スポーツ課、農地整備課]

・ 応急給水対策事業（水道事業特別会計）[水道局] 1,206

・ 水道管路耐震化事業（水道事業特別会計）[水道局] 611,697

・ 老朽水道管更新事業（水道事業特別会計）[水道局] 1,440,071

・ 汚水管路施設改良事業（公共下水道事業特別会計）[水道局] 563,508

（新） ・ 2,416防犯灯管理者賠償責任保険補助事業[安心安全課]

災害時に被災地方公共団体の保健医療行政の指揮調整機能等を

支援する「災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）」の構成員

を養成するとともに、災害時に必要な装備品等の整備を行う。

道路、学校校庭等の降灰除去及び集積された宅地等降灰の搬出を

行う。

道路、宅地、公園、歩道緑地帯、学校校庭、スポーツ施設、農道、

事業所等

災害時に応急給水拠点となる公共施設等に応急給水表示看板を

設置し、市民に周知を図るとともに、応急給水機器の維持・管理を行

う。

地震時における安定給水の確保のため、「水道管路耐震化１０か年

計画」に基づき、基幹管路及び救急告示病院等までの配水管（病院

ルート）について、水道管路の耐震化を図る。

「老朽水道管更新１０か年計画」に基づき、老朽化した配水管の布

設替えを行う。

汚水管路施設の改築・修繕計画（第三次）に基づく、老朽化した汚水

管路施設の改良等を行う。

防犯灯による事故の損害賠償に備えるため、町内会等の防犯灯に

係る損害賠償責任保険の加入に対し助成する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新） ・ 10,060

（新） ・ 53,145

（新） ・ 91,754

（新） ・ 7,252

（拡） ・ 防犯灯補助事業[安心安全課] 94,240

（拡） ・ 1,414

（拡） ・ 食品・環境衛生監視指導事業[生活衛生課] 6,781

食品衛生申請等システム導入事業［生活衛生課］

消防庁舎管理強化事業［消防局総務課］

救急救命体制の充実・強化事業［消防局総務課］

消防局緊急食糧等整備事業［消防局総務課］

がけ地応急防災工事費補助事業[河川港湾課]

食品衛生法の一部改正に伴う営業許可・届出業務に関する申請項

目の追加、変更等を可能にするため、国が整備を進めている食品衛

生申請等システムを導入する。

食品・環境衛生施設の監視指導を行うほか、食品の製造・加工・調

理・販売等を行う事業者に対し、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入を

推進する。

消防庁舎の管理体制を強化するため、シャッターの設置などを行う。

増加する救急需要に対し、救急救命体制の充実・強化を図るため、

中央本署及び谷山分遣隊への令和３年４月の救急隊配置に向け、

高規格救急車の整備などを行う。

非常災害時における円滑かつ継続的な消防活動体制を確保するた

め、必要な食糧等を備蓄する。

がけ崩れの恐れがあるがけ地からの被害を未然に防止するため、が

けに接する土地所有者等自らが行う応急防災工事に要する費用に

対し助成する。

夜間における犯罪防止と市民の通行の安全を図り、明るく住みよい

まちづくりを推進するため、防犯灯を設置し、維持管理する町内会

等に対し、設置費及び電気料の一部を助成するとともに、小柱式防

犯灯の設置費に対する助成を拡充する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 急傾斜地崩壊対策事業［河川港湾課］ 441,001

（拡） ・ 宅地耐震化調査事業[土地利用調整課] 40,880

（拡） ・ 9,268

（拡） ・ 安心安全マイホームの推進事業[予防課] 1,448

（拡） ・ 消防緊急通信指令システム整備事業[情報管理課] 36,121

（拡） ・ 資機材・装備安全高性能化事業[警防課] 64,092

（拡） ・ 消防分遣隊庁舎等整備事業［消防局総務課］ 119,922

がけ地近接等危険住宅移転事業[建築指導課]

急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命を保護するため、急傾斜

地崩壊対策の防災工事を県の補助を受けて施工するとともに、県が

施工する急傾斜地崩壊対策の防災工事の負担金を支出する。

がけ地に近接する危険住宅の移転等に対し助成することで、がけ崩

れ等の危険から住民の生命や財産を守る。

消防緊急通信指令システムの安定稼働を図るため、気象情報収集

装置や電話設備等の一部更新を行う。

風水害や地震等の大規模自然災害に適切に対応するため、ウレタ

ンボートや救助用支柱器具等のほか、活動隊員の安全を考慮した

装備の整備を行う。

保全計画に基づく消防庁舎の外壁の修繕、空調設備の更新などを

行うほか、桜島東分遣隊の執務環境を改善するため、仮眠室の個室

化等に伴う設計を行う。

地震による滑動崩落に対する安全性を「見える化」し、造成宅地の

防災・減災対策を促進するため、大規模盛土造成地マップを作成・

公表するとともに、現地確認及び造成年代調査等を行いマップの高

度化を図る。

住宅火災及びその被害を抑制するため、市電・市バスの車内放送等

を活用した住宅用火災警報器の10年更新の周知及び未設置世帯

への設置指導を行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ わくわく福祉交流フェア事業［地域福祉課］ 5,832

・ 生活・就労支援センターかごしまの活用[保護第一課] －

　 ・ 生活困窮者自立支援事業[保護第一課] 15,330

　 ・ 若者等サポート事業[保護第一課] 3,845

・ 都市基盤河川改修事業［河川港湾課］ 130,750

・ 公共施設占用実態調査事業［河川港湾課、道路建設課］ 10,830

・ 水路等新設改良事業［河川港湾課、道路建設課、谷山建設課］ 103,500

　 ・ 準用河川改修事業［河川港湾課、道路建設課、谷山建設課］ 115,647

福祉交流の輪やボランティア活動を広げるイベントとして「わくわく福

祉交流フェア」を開催する。

生活・就労支援センターかごしま内に設置したハローワーク窓口やシ

ルバー人材センター窓口を通じて、就職を希望する生活困窮者等へ

ワンストップでの支援を行い、自立促進を図る。

生活支援コーディネーターを配置し、関係機関等と連携し、相談窓

口へ来られない生活困窮者等に対する訪問支援等を行う。

生活困窮者の自立に向け、自立相談支援事業、住居確保給付金、

家計改善支援事業など必要な支援を行う。

治水安全度の向上を図り、災害に強いまちづくりを進めるため、脇田

川の河川改修を行う。

準用河川や普通河川において、適正な管理を行うため、占用状況の

実態を調査し、管理台帳の整備等を行う。

調整池等現況調査の結果に基づき、調整池改良を行うとともに、普

通河川について、浸水対策の必要な箇所の改良を行う。

治水安全度の向上を図り、災害に強いまちづくりを進めるため、脇田

川の河川改修を行う。

調整池等現況調査の結果に基づき、調整池改良を行うとともに、普

通河川について、浸水対策の必要な箇所の改良を行う。

治水安全度の向上を図り、災害に強いまちづくりを進めるため、準用

河川の河川改修を行う。

治水安全度の向上を図り、災害に強いまちづくりを進めるため、準用

河川の河川改修を行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 調整池等現況調査事業［河川港湾課］ 18,226

・ 公共下水道事業（雨水）（公共下水道事業特別会計）[水道局] 989,900

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ 大気保全対策事業[環境保全課] 27,840

・ 大気汚染常時監視設備整備事業［環境保全課］ 10,545

・ 民間建築物耐震化促進事業［建築指導課］ 269,670

　 ・ 民間ブロック塀安全対策補助事業[建築指導課] 6,000

　 ・ 防火協力会連合会助成金[予防課] 2,400

耐震改修促進法の改正で、耐震診断結果の報告が義務付けられた

不特定多数が利用するホテル、店舗等の大規模建築物に対し、耐

震改修について助成するとともに、耐震アドバイザーによる相談対応

を行うことで、地震災害に強いまちづくりを促進する。

地域における消防訓練や住宅防火広報等の各種事業を通じて、自

主的に防火意識の高揚に努めている鹿児島市防火協力会連合会

に対して助成を行う。

耐震改修促進法の改正で、耐震診断結果の報告が義務付けられた

不特定多数が利用するホテル、店舗等の大規模建築物に対し、耐

震改修について助成するとともに、耐震アドバイザーによる相談対応

を行うことで、地震災害に強いまちづくりを促進する。

道路に面する民間ブロック塀等の撤去に対し助成することで、塀の

倒壊による通行人の被害等を未然に防止し、地震災害に強いまち

づくりを促進する。

大気汚染防止法に基づき、大気汚染状況の常時監視や発生源の規

制・指導を行うほか、専門機関と連携し、事業者による自主的なアス

ベスト適正処理の促進を図る。

大気汚染状況の常時監視に支障をきたさないよう、必要な測定機器

を計画的に更新する。

本市が所管する調整池等の能力・健全度を調査し、劣化状況等に

応じた改良または維持補修を行うための計画策定及び管理台帳の

作成を行う。

浸水地域の解消を図るため、区画整理区域等における公共下水道

の新設・改良や老朽化した水路の改良等を行うとともに、長寿命化

計画に基づく改築工事を行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

　 ・ 消防団活動用救護資機材等整備事業[警防課] 813

・ 救急救命士養成・研修及びメディカルコントロール体制の推進事業 14,173

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[警防課]

・ 火災予防思想啓発「消防スケッチ大会」事業[予防課] 295

　 ・ 高度救命処置技術向上事業[警防課] 4,476

　 ・ 広域消防応援事業[警防課] 3,693

　 ・ 消防分団舎整備事業[警防課] 109,968

・ 消防音楽隊活動推進事業［消防局総務課］ 1,265

大規模災害時における消防団員の安全かつ的確な活動を確保する

ため、桜島東地区各分団の火山災害対応資機材の整備を行う。

救急業務の高度化や救急需要の増大に対応するため、救急救命士

や救急資格者、指導的立場の救急救命士の養成を行うとともに、医

療機関等における救急救命士の再教育を行う。

少年期における火災予防思想の啓発を図るため、市内の小学３、４

年生を対象に「消防スケッチ大会」を開催する。

救急救命士等の処置技術の維持向上を図るため、効果的な訓練

を行うことができる訓練用資器材及び心肺蘇生法訓練支援システ

ムの整備を行う。

大規模災害時における円滑な受援体制を確保するため、簡易ベッ

ドや寝袋等の資器材を整備するほか、広域的な消防応援体制の充

実強化を図るため、緊急消防援助隊九州ブロック合同訓練に参加

する。

地域における防災拠点の機能を強化するため、湯之及び黒神分団

舎を移転新築するほか、分団舎への空調機器の整備などを行う。

演奏活動を通じた市民とのふれあいの中で、防火思想の普及啓発

を図るため、楽器の更新などを行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 消防機関員等育成事業［消防局総務課］ 2,260

・ 消防救急デジタル無線運用事業[情報管理課] 37,330

・ 消防車両等高性能化事業[消防局総務課] 237,438

　 ・ 救急業務高度化事業[警防課] 54,540

・ 新型インフルエンザ等感染防止対策事業[警防課] 6,813

・ 応急手当普及啓発推進事業［警防課］ 2,831

・ 少年消防クラブ育成事業[予防課] 643

・ ドクターカー運用事業［警防課］ 131,633

・ 救急医療体制構築事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 737

救命率の向上や後遺障害の軽減など、救急医療の更なる充実を図

るため、ドクターカーを運用する。

消防活動体制を確保するため、大型自動車運転免許や小型船舶免

許を持つ職員を計画的に育成する。

消防救急活動に必要不可欠な消防救急デジタル無線の安定稼働を

図るため、機器の保守及び更新を行う。

消防活動体制の充実を図るため、水槽付消防ポンプ自動車及びは

しご付消防ポンプ自動車等を更新する。

救急業務体制の充実を図るため、高規格救急車や高度救急資機

材の更新及び自動式心肺蘇生器等の整備を行う。

新型インフルエンザをはじめとする各種感染症から救急隊員等を保

護するため、感染防止衣等の感染防止用資器材の整備を行う。

救急業務における救命効果の向上を図るため、e－ラーニング等を

活用した救急講習を行い、広く市民への応急手当の普及啓発を推

進するほか、心肺蘇生訓練人形等の整備を行う。

少年消防クラブを育成するため、指導する児童クラブを順次拡大し、

消防職員及び消防団員が指導者となり、地域密着型の防火防災に

関する指導などを行う。

52



【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 消防団応援の店推進事業[警防課] －

・ 女性消防団員活躍推進事業［警防課］ 10,361

　 ・ 技能別消防団運用事業[警防課] 1,174

　 ・ 大学生等消防団加入促進事業[警防課] 9,496

・ 実体験型警防訓練事業［警防課］ 5,432

　 ・ 消防水利整備事業[警防課] 55,566

・ 安心安全まちづくり事業[安心安全課] 3,716

　 ・ 安心安全地域リーダー育成事業[安心安全課] 3,901

消防団員の確保や士気の高揚を図るとともに、消防団の存在を周知

広報するため、「消防団応援の店」への加入促進を図る。

女性消防団員の活躍を推進するため、火災予防啓発活動等のほか、

災害現場における後方支援や避難所における運営支援など活動内

容の充実を図る。

将来の地域防災の担い手を育成し、地域防災力の強化につなげ

るため、学生機能別団員の活動内容の充実及び加入促進を図る。

多種多様な災害や事故に対応した訓練を実施するため、訓練用資

機材の整備や訓練施設の修繕などを行う。

地域における防犯や防災活動等のリーダーを育成するため、「安心

安全アカデミー」を実施する。

安心安全なまちづくりを総合的に推進するため「安心安全まちづくり

推進会議」の運営などを行うとともに、「鹿児島市暴力団排除条例」

に基づき、暴力団排除に係る広報、啓発に取り組む。

大規模災害時等における消防活動体制を強化するため、技能別消

防団の活動内容の充実及び登録促進を図る。

消防水利の充実を図るため、防火水槽の修繕を行うほか、消火栓丁

字管の老朽化に伴う調査など、消火栓の設置維持管理に係る経費

を負担する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

　 ・ わがまち防犯力パワーアップ事業[安心安全課] 6,024

　 ・ 青色防犯パトロール隊活動費補助事業［安心安全課］ 2,583

・ 街頭防犯カメラ設置費補助事業[安心安全課] 3,000

・ 地域消費者サポーター育成事業[消費生活センター] 637

　 ・ スクール・キャンパス消費生活啓発事業［消費生活センター］ 1,735

　 ・ 消費者啓発事業［消費生活センター］ 4,394

・ ドクターヘリ運航事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 252,183

<健康づくりや保健予防の取組の充実>

（新） ・ 熱中症・ヒートショック予防普及事業［保健予防課］ 1,130

悪質商法やうそ電話詐欺などのトラブルを防ぐ情報を、自分の身近

な方に伝えることを主な活動とする「地域消費者サポーター」を育成

する。

若年層の消費者トラブルを未然に防止するため、小・中・高校・大学

生向けの学習資料の作成やパネル展等を実施する。

犯罪のない安心安全なまちづくりを推進するため、町内会等が行う

街頭防犯カメラの設置に対し、設置費の一部を助成する。

防犯活動を行う団体等の相互連携の強化や防犯パトロールの活性

化を図り、地域における自主的な防犯活動を促進するため、地区別

防犯連絡会を開催するとともに、パトロール隊への支援を行う。

青色防犯パトロール隊の活動の促進を図るため、燃料費等の活動費

を助成する。

救急医療体制の充実を図るため、ドクターヘリを運航し、救急患者の

救命率の向上等に努める。

消費者啓発を推進するため、消費生活教室・出張講座の実施や公

共交通機関での広報及びパネル展を実施する。

健康寿命を延伸する取組として、熱中症・ヒートショックを予防するた

め、リーフレット、ポスターの掲示を行い、庁内関係課・関係団体との

連携のもと、さらなる普及啓発を行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新） ・ 37,700

（新） ・ 運動普及推進員発足３０周年記念事業［保健予防課］ 1,347

（拡） ・ 健康づくり推進事業（国民健康保険事業特別会計）［国民健康保険課］ 6,734

（拡） ・ 1,792

（国民健康保険事業特別会計）［国民健康保険課］

（拡） ・ 胸部エックス線撮影健康診断事業[保健予防課] 30,190

（拡） ・ 働く世代の健康づくり事業［保健政策課］ 2,071

（拡） ・ 受動喫煙防止対策事業[保健政策課] 9,208

糖尿病性腎症重症化予防プログラム推進事業

胸部エックス線検診車買替事業［保健予防課］

地域巡回健診や接触者健診等で使用する胸部エックス線検診車の

買替を行い、疾病の早期発見及び結核の周囲への感染の予防を図

る。

運動の普及・啓発を行うボランティアである運動普及推進員の活動開

始３０周年を記念して、記念誌を発行するとともに式典を開催する。

定期の健康診断や、結核患者と接触した者に対し健診を行い、

結核の早期発見、早期治療及び公衆への結核感染防止を図ると

ともに、業態者検診の外部委託を行う。

保健事業実施計画に基づき、健康増進や生活習慣病の発症予防、

重症化予防を推進し、新たに適正受診・適正服薬促進事業の外部

委託等に取り組む。

事業所との協働により、働く世代の生活習慣の改善やメンタルヘルス

対策などに取り組むとともに、健康管理に関する企業実態調査を行う。

望まない受動喫煙が生じない環境の整備の促進を図るため、施設ご

との受動喫煙防止対策への助言、指導等を行い、また、市民への受

動喫煙の防止に関する意識の啓発等を行う。

糖尿病の重症化リスクが高い人への保健指導を充実するため、関係

機関との連携を行い、適切な医療が受けられる体制の確立を図る。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 特定健康診査・特定保健指導事業（国民健康保険事業特別会計） 319,702

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［国民健康保険課］

　 ・ 国保ヘルスアップ事業（国民健康保険事業特別会計） 20,443

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［国民健康保険課］

・ 健康増進計画推進事業［保健政策課］ 2,094

　 ・ 高齢者すこやか温泉講座開催事業[長寿支援課] 2,578

・ 後期高齢者長寿健診事業（後期高齢者医療特別会計）[長寿支援課] 146,751

・ 難病患者地域支援事業[保健支援課（保健予防課）] 10,294

　 ・ 生活習慣改善支援事業[保健予防課] 6,266

市内の公衆浴場において温泉や健康に関する講座を開催し、温泉

入浴による健康効果等の知識を普及啓発するとともに、高齢者の外

出を促すことで、生きがいづくり・健康づくりを推進する。

生活習慣病等を早期発見し、重症化を予防するため、後期高齢者医

療被保険者に対し長寿健診を実施する。

かごしま市民すこやかプランによる市民の健康づくりを推進するため、

健康づくり推進市民会議の運営や健康づくりに関する情報発信を行

う。

難病患者等の安定した療養生活の確保と生活の質の向上を図るた

め、適切な在宅療養支援を実施するとともに、難病対策地域協議会

を開催する。

市民が「自らの健康は自分で守る」という意識と自覚を高め、生涯を

通じた健康づくりができるよう支援するため、専門職が心身の健康に

関する個別相談に応じ、必要な指導、助言を行う。

生活習慣病予防の徹底を図るため、メタボリックシンドロームに着目

した健康診査及び保健指導を実施する。

被保険者の生活習慣病の予防及び重症化を防ぐため、訪問等によ

る保健指導を実施するほか、保健センター等に国保データベースシ

ステムを設置し、保健指導を充実する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 口腔保健支援センター運営事業[保健予防課] 1,439

・ 感染症予防医療事業[保健予防課] 5,003

　 ・ 慢性腎臓病予防ネットワーク事業[保健政策課] 1,003

　 ・ プロスポーツチームとの協働による健康づくり事業[保健政策課] 1,307

　 ・ 健康づくり応援事業[保健政策課] 221

　 ・ 元気いきいき検診事業[保健予防課] 561,070

　 ・ 都市公園健康づくり事業[公園緑化課] 12,000

人工透析の新規患者の減少を図るため、慢性腎臓病（ＣＫＤ）の重症

化を予防する医療ネットワークを運用するとともに、各保険者の協力

を得ながら、患者の状況に応じた適切な医療体制を提供する。

生活習慣病の予防・早期発見のため、各種がん検診等を実施すると

ともに、特定年齢者の乳がん、子宮頸がん及び肝炎ウイルスの無料

検診を実施する。

幅広い世代の健康増進への意識を高めるため、プロスポーツチーム

との協働による健康づくりイベントを開催する。

かごしま市民すこやかプランの中間評価で課題となった運動分野を

中心に、情報発信・きっかけづくりを行い、広く市民の健康づくりを支

援する。

関係機関、団体等との連携による口腔保健の充実を図るため、口腔

保健連絡協議会を開催し、歯科口腔保健を推進する。

感染症の発生の予防やまん延の防止を図るため、広報・啓発を行う

とともに、患者や接触者への疫学調査等を実施する。

市民の健康づくりを促進するため、都市公園内に健康遊具を設置す

る。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新） ・ 市立病院創立８０周年記念事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 5,570

（新） ・ ベンチあふれるまちづくり事業 41,500

[公園緑化課、河川港湾課、谷山都市整備課、道路建設課、

谷山建設課]

（拡） ・ 食育推進事業［保健政策課] 4,587

・ 食育フェスタ開催事業［保健政策課] 3,428

　 ・ 保健師人材育成事業[保健政策課] 1,686

・ 施設整備事業［中央保健センター] 1,991

・ 医療機器等更新事業[東部保健センター] 1,078

食に関する学習や体験活動を通じて食育の推進を図るため、市内の

大学等と連携して「食育フェスタ」を開催する。

鹿児島市保健師人材育成ガイドラインに基づき、新任期・中堅期・管

理期向けの研修等を実施し、保健師の資質向上を図る。

施設を良好な状態に保つため、空調機器等の整備を行う。

妊産婦・乳幼児・成人の健診・相談等で使用する医療機器の更新等

を行う。

鹿児島市立診療所（鹿児島市立病院の前身）の創立から８０年を迎

えるとともに、移転開院から５年となることから、記念式典、講演及び

祝賀会等の記念事業を行い、地域医療機関との連携をさらに推進

する。

高齢者等の市民が外出しやすい環境づくりのため、団地内における

歩道等へのベンチや、公園への屋根付き休憩所の整備を進める。

・市道バリアフリー推進事業

・都市公園再整備事業

・谷山地区連続立体交差事業

・磯海岸管理経費

第三次かごしま市食育推進計画に基づき、食育に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するとともに、同計画の最終評価及び次期計画

策定のための市民意識調査を行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】
（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

　 ・ 若年がん患者に対する療養支援事業［保健予防課] 3,849

・ 国民健康保険事業特別会計に対する繰出金[国民健康保険課] 3,300,000

　 ・ 診療報酬明細書点検事務費（国民健康保険事業特別会計） 34,174

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［国民健康保険課］

・ 高度医療機器整備事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 1,103,756

・ 地域医療連携推進事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 4,305

・ 企業会計への繰出金（市立病院）[財政課] 1,046,755

若年がん患者が最期まで自分らしく安心して日常生活が送れるよう

在宅生活を支援し、患者及びその家族の負担軽減を図るため、居宅

サービス利用などの経費の一部を助成する。

国保被保険者の税負担の軽減を図るとともに、本市独自の保健事業

等に充てるため、一般会計から国民健康保険事業特別会計に対す

る繰出しを行う。

医療機関から国保連合会を通じて請求される診療報酬明細書（レセ

プト）を点検するとともに、柔道整復療養費に係る患者調査の外部委

託を実施する。

疾病構造の変化や多様化する患者のニーズ、医療の高度化・専門

化に対応するとともに、県下の中核的な医療機関としての機能を高

めるため、磁気共鳴画像診断装置（ＭＲＩ）等の高度医療機器の整

備を進める。

市立病院が本県における中核的な医療機関として高度急性期・急

性期機能の役割を果たすとともに、地域医療支援病院として地域医

療の充実を図るため、更なる地域医療機関の支援及び連携を推進

する。

病院事業に係る経費について繰出基準により繰出しを行う。
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